




























































































教育内容の統一と教え方のトレーニングを実施し、教える仕組みをつくることによって一定の
教育スキルを持つリーダーを育成することができる。

取組別の基本的なステップ
概　要

取組によって得られる効果

取組のステップとポイント

OJTの仕組みづくり

OJTの効果を上げるためには、定期的に職員を評価し、評
価結果を伝える仕組みを設けましょう。職員を評価する基
準や時期、評価者などについてあらじかめ一定のルールを
定め、職員に周知しておきましょう。これは評価を受ける
職員の不公平感の回避につながります。

ポイント職員を評価しよう2

当然のことですが、教える相手によって教える内容や教え
方を柔軟に変化させる必要があるため、教える側にも一定
の教える技術が必要です。そのためOJTの仕組みでは、教
える側の職員を対象とした研修会や勉強会など、指導する
ための技術を身につけさせる仕組みもとても重要です。

ポイント
教える技術を学び
身につけよう3

※それぞれの事業所で取り組む進め方や課題が異なり、記載されている事例をそのまま、まねることで必ずしも皆さんの事
業所で課題が解決するとは限りません。

OJTは人材育成において有効な手段の一つです。しかし、
教える人によって、育成の目標や内容、手順がバラバラでは、
教えてもらう側はかえって混乱してしまいます。そうなら
ないために、あらかじめ、一貫した人材育成の仕組みを作っ
ておくことは非常に重要です。

ポイント
目標、教えるべき内容、
手順を明確にしよう1

人 材 育 成 の 手 法 の 一 つ と し て OJT (On the Job 
Training)は非常に重要です。OJTは研修会や勉強会
で習得することが難しい実践力を身につけることがで
きます。また、OJTは新人教育の場面でのみ活用され
る手法ではなく、ベテラン職員、マネジメント層等の
人材育成においても幅広く活用できます。
指導する立場となる職員に対しても「教える」ことに
ついて教育することはとても大切です。教育担当によっ
て教え方にブレが生じてしまっては、事業所全体で業

務の手順やケアの質を一定に保つことが難しくなって
しまいます。そこで、教える内容にムラがでない、ブ
レがないように、OJTの標準的な手順を決めましょう。
指導手順が属人的にならないよう、標準的な手順に則っ
て指導することが肝となります。
教える技術は、相手の能力・知識、意欲、性格などによっ
て様々です。画一的に伝えるのではなく、相手に合わ
せ柔軟に対応しましょう。
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● ユニットリーダーはマネジメント業務を実際に体験する事を通して現場で活用できる具体的な
　学びを得ることができた。
● ユニットリーダーの書類の提出が早くなった。スケジュール調整について副主任の声掛けを毎
　回必要としていたが、自分自身で期間内にできるようになってきている。

業務の質の向上

課　題

解決のしかた

成果

慈恵会 グループホームゆい：PJ メンバー数 3 名

認知症GH
文章量削減 ICT
カイゼン 人材育成

認知症GH
文章量削減 ICT
カイゼン 人材育成

事例 34

事業所

● 研修により手順を明確化・共通化することで業務に対する偏りが平準化されて、誰でもどのケ
　アでも提供できるようになった。

業務の質の向上

課　題

解決のしかた

成果

ニコニコット：PJ メンバー数 10 名

事例 35

事業所

職員の特性に応じて、マネジメントスタイルを変えOJT
を実施しミドルリーダーの効果的な育成ができた。

簡易的な手順書を作成し、職員同士が臨機応変に協力しながらサービス提供してきた。しかし、職員の業務負担に偏り
が発生しており、原因は、職員個人の仕事の進め方や理解度の差が大きく影響している事が分かった。

職員のスキル差により業務負担の偏りが生じていたため
業務の手順化と研修による徹底を図った。

副主任は次世代のリーダー育成の重要性を理解し、チャレンジしてい
たが、思うようにユニットリーダーの成長を促すことができておらず
悩んでいた。

❶職員個々のスキル差の把握とその解決の糸口の検討のため、日常の
　業務遂行状況を確認する。
❷役割や業務手順が曖昧で理解不足となり、統一された業務を行うこ
　とができなかったため、役割分担表を作成するとともに、手順を明
　確にしたわかりやすいフロー図を作成する。
❸研修内容を見直し、「全職員が受講する理念を中心としたもの」、「新
　人向けのもの」などに分け、職員の理解度に応じて実施する。
❹受講後には、理解度を確認するために 1対１で口頭でのチェックを
　行い、研修内容の定着を図る。

❶OJT を受ける２名のユニットリーダーの強み、弱みについて副主任
　が分析し、今まで両名に対してどのようなマネジメントを行ってい
　たかを振り返り、特性に合わせたマネジメントでOJTを行う。
❷各々のユニットリーダーとマネジメントの目的を共有し、マニュア
　ルなどは目的を共有・達成するためのツールであると伝える。
❸ユニットリーダーが副主任から与えられた課題を実施していく中で
　ユニットリーダー各々の強み、弱みを互いに活用し補完させ合う設
　計にする。

〔マニュアルの見本〕

〔上：業務手順書〕

〔右：フロー図式手順書〕

目標、教えるべき内容、
手順を明確にしよう1

目標、教えるべき内容、
手順を明確にしよう1
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● OJT内容が階層化されスキルアップのプロセスが明確であり、習熟度の高い業務遂行ができる。
● チーム習熟度を平準化し、オペレーションや稼働時間のムラを発生させずに安定的な運営ができる。

● 入浴車１台あたりの高い稼働率を維持できた。

業務の質の向上

量的な効率化

課　題

解決のしかた

成果

アースサポート渋谷：PJ メンバー数 5 名

訪問入浴
文章量削減 ICT
カイゼン 人材育成

通所介護
文章量削減 ICT
カイゼン 人材育成

事例 36

事業所

業務の質の向上

量的な効率化

課　題

解決のしかた

成果

グルメ杵屋社会貢献の家老人デイサービス事業部：
PJ メンバー数 4 名

事例 37

事業所

業務の習熟度により職員を５段階に評価し、レベル毎の
OJTと、習熟度合計値が一定以上のチームを編成した。

職員には基本的にすべての業務を行ってもらうという風土があり職員
の業務レベルが合わないことで、それがうまく機能していない側面も
みられた。

段階的な職員評価軸を作成、運用することで、レベルに
合った業務の振り分けができ、業務のムリの軽減につな
がった。

● リーダーが業務時間内に職員にOJTを行う時間が 0分→60分となり、職員のレベルに合わな
　い業務の振り分けが減少した。

高稼働率を維持するために、定型的な業務から高度な判断を伴う業務まで詳
細な手順を定めているため、職員の習熟度を段階的に引き上げていく育成計
画が必要となった。

❶自分たちの事業所が目指すビジョンを達成するためにどのような要
　素が必要なのかを明確にし、それに沿った職員評価表（右図）を作
　成する。
❷今回は、通常業務遂行での職員の自立度を１つの指標とする。具体
　的には、右図の AA～Cのどれにあたるかリーダーが職員の普段の
　業務内容から分析を行い職員を評価する。

❶定型的な業務から高度な判断を伴う業務まで詳細な手順を定める。５段階
　の習熟度による育成計画とキャリアステップを明確にする。
❷定型業務レベルの職員には、リスク見える化シート等により、事故防止と
　利用者・介護者の生活全般を観察する視点を教育する。
❸高習熟度職員には「☆（勲章）」を着け、利用者側も認識できるようにして、
　職員のモチベーションアップを図る。
❹新人育成において、トレーナー &トレーニー関係を構築し、新人職員が
　安心して相談できる環境を整えることにより、人材定着を図る。

AA

A

B

C

自立して全業務を行え・PC業務ができる

自立して全業務を行える

サポートがあれば全業務を行える

部分的で限定的な業務なら行える

Level 内容

職員を評価しよう2

職員を評価しよう2

● リーダーが行う職員に対するOJTのポイントを絞って行いやすくなることで、職員とのコミュ
　ニケーションが円滑となり、職員に業務の本質が伝わりやすくなった。

〔職員評価表〕
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● OJT 担当者に、教える技術の教育と教える内容の統一化を図り、ムラの無いOJT 指導を可能
　にしたうえで全職員研修を行い、法人理念の浸透、サービス内容の統一化が推進された。

業務の質の向上

課　題

解決のしかた

成果

五根の家：PJ メンバー数 5 名

小規模多機能
文章量削減 ICT
カイゼン 人材育成

訪問介護
文章量削減 ICT
カイゼン 人材育成

事例 38

事業所

● ケアマネが自己点検や研修を行う時に使用する「リ・アセスメント」のOJT を体験し、ケア
　マネの視点を持つ事で報告書や職員への指示出しが的確となり、ケアマネからの信頼の度合い
　が強まった。

業務の質の向上

課　題

解決のしかた

成果

事例 39

職員のOJT に課題があったが、OJT 担当者が教える
技術をマニュア化することで解決した。

ケアマネへの報告は、検討が必要な事例について随時行っていたが、ケア
マネからの反応は薄く、報告内容の改善を求める声もあった。サ責として
ケアマネへの報告に有用な情報を選別する視点の獲得が必要であった。

介護サービス提供を行うための知識・技術が法人内で標準化されておらず、
新人・既存の職員に関わらずOJT 体制がないため、OJT のできる担当者
の育成が急務となった。

❶ケアマネが必要な情報は何かを知るため、自社ケアマネや外部のケアマ
　ネに対しインタビューを行う。
　緊急時の連絡を除き、ケアマネが欲しい情報はケアプランに沿った情報
　であるとの回答を得る。
❷ケアプランを深く理解するためには、ケアマネがどのようにしてケアプ
　ランを立てるのかを知ることが必要と考える。
❸ケアマネの研修で使用される「リ・アセスメント」の研修を行い、ケア
　マネ側の意図に関する理解を深めることで、報告内容を改善する。

❶職員に何を教えるか基本となる考えを整理し、現在までの研修資料を整
　理し、全職員向けの「基本マニュアル」を作成する。
❷「OJT担当者用育成マニュアル」を作成し、発声や目線、休憩の入れ方、
　板書やテキストを読む等の研修技術の実践練習を行う。
❸OJT 担当者が全職員に対し「基本マニュアル」を滞りなく指導できるよ
　うに、職員研修のリハーサルを繰り返し行う。
❹育成研修の後、OJT担当者が全職員に対して「基本マニュアル」を用い
　た研修会を行い、周知徹底を図る。

教える技術を学び
身につけよう3

教える技術を学び
身につけよう3

やさしい手 祖師谷訪問介護事業所：PJ メンバー数 7 名事業所

ケアマネへの報告内容を充実するため、「リ・アセスメント」
の研修を行い、ケアマネ側のニーズへの理解を深めた。

〔「基本マニュアル」を用いた研修会〕

〔「リ・アセスメント」の研修〕



組織の理念や行動指針に基づいて、自律的な行動がとれる職員を育成できる。

取組別の基本的なステップ
概　要

取組によって得られる効果

取組のステップとポイント

理念・行動指針の徹底

業務の中には手順書やマニュアルに載っていない場面が多
く存在します。そのような時に、理念や行動指針に立ち戻
る癖がついていれば、誤った判断を回避できる可能性は大き
くなります。普段から自分の業務が、理念や行動指針にどの
ようにつながっているのか意識することはとても重要です。

ポイント
一人ひとりの仕事に
落とし込んで考えよう2

組織に理念を浸透させる方法の一つとして、①の唱和のほ
かにツールを活用することが挙げられます。例えば、理念
や行動指針が記載された名刺サイズのカード等がその例です。
普段は見る機会がなくても、現場で判断に困った場面に直
面したとき、思い出すことができれば大きな助けとなるでしょ
う。また、理念は必ずしも普遍なものとは限りません。時
代背景や制度の変化などによって作り直す必要がある場合
もあります。

ポイント
理念を再確認し、
浸透させよう3

※それぞれの事業所で取り組む進め方や課題が異なり、記載されている事例をそのまま、まねることで必ずしも皆さんの事
業所で課題が解決するとは限りません。

どんなに想いがこもった理念や行動指針も、策定しただけ
では組織に浸透しません。どの程度、理念や行動指針が組
織に浸透しているか、職員と定期的に会話してみましょう。
また、毎日の朝礼で唱和するなど、組織へ浸透させる仕組
を考えましょう。

ポイント
組織の理念が浸透して
いるかチェックしよう1

業務の手順書やマニュアルを作成しても、そこに記載
されていないイレギュラーな事態が起こることも、日々
の介護現場ではよくあることです。このようなイレギュ
ラーな事態への対応や優先順位は、法人の理念・行動
指針に立ち戻って考えることが重要です。

普段から理念・行動指針を全職員に伝え、徹底してお
くことで、どの職員でも均質化した対応ができるとと
もに、不測の事態にも職員は焦ることなく、それらに
即した判断や行動ができるようになります。
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● 通常業務を行う中において、1日あたりの利用者アセスメントの情報収集数は平均 0.15 コ→
　平均 52.2 コ上がってくるようになった。

サービスの質の向上

量的な効率化

課　題

解決のしかた

成果

グルメ杵屋社会貢献の家老人デイサービス事業部：
PJ メンバー数 4 名

通所介護
文章量削減 ICT
カイゼン 人材育成

訪問介護
文章量削減 ICT
カイゼン 人材育成

事例 40

事業所

● サ責は行動指針を軸に職員教育を実施しやすくなり、職員全員のビジョンが統一された。結果、
　職場環境がとても良い状態となった。

業務の質の向上

量的な効率化

課　題

解決のしかた

成果

ゆいの里訪問介護ステーション：PJ メンバー数 8 名

事例 41

事業所

理念・行動指針を通常業務に落とし込み、職員が体感する
ことにより、離職を防ぐことができた。

サ責は、サービスでおきたことを職員と共有する際にどのように共有するこ
とがチームにとって最適なのかについて悩んでいた。

職員が安心安全に、品質の高いサービス提供を行っていく
ための共通軸である行動指針を作り理念を浸透させた。

● 行動指針を作成して全体で共有したことで、サ責の役職に対するプレッシャーが軽減し、サ責
　が職員に事業所の思いを伝える回数が増えた。

リーダーが述べる「事業所が目指す自立支援ケアのイメージがわからない」、
「各業務の意図がわからない」などから退職を希望する職員が数名いた。

❶サ責が法人の理念・基本方針を紐解きどのような言葉で表現できる
　のかについて検討する。
❷その中で出てきたキーワードについて、事業所として大切にしたい
　ことと絡ませて、さらに掘り下げていく。
❸絞られた内容の意味、重要度などを明確にしてさらに整理を行い、
　必要だと判断された項目をつなぎ合わせて、行動指針を作成し、管
　理者による職員面談の際に活用するなどして、組織への浸透を図る。

❶自立支援の軸はアセスメントで、利用者の日常を知る事が土台である事を
　職員と共有し、通常業務中の気づきを付箋に記載する。
❷付箋記載内容をリーダーが職員にフィードバックし利用者の様々な表情、
　可能性、課題を共有する。
❸事業所の理念・行動指針と現場業務は常に相関しているということを職員
　と共有し、改めて自分たちが向かうビジョンを見つめる。
❹職員はこの体験により事業所の理念・行動指針のとらえ方、日々の業
　務の価値、介護という仕事の可能性を感じることができる。

〔行動指針〕

〔理念・行動指針基礎概念〕

〔通常業務からの利用者アセスメント〕

一人ひとりの仕事に
落とし込んで考えよう2

理念を再確認し
浸透させよう3

● 職員は今まで行っていた業務の意味をとらえ直したことで、介護の価値を新たに見出し自立支
　援ケアを積極的に行うようになった。



事例紹介3
CHAPTER

ツール集

1  気づきシート（P.13で使用）

2  業務時間調査票（P.14で使用）

3  業務時間調査 業務区分表（P.14で使用）

4  テーマ別計画書（P.16で使用）

5  5Sシート（P.24で使用）
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（例） レ 起床就寝B （例） レ
0:00 □ 12:00 □
0:10 □ 12:10 □
0:20 □ 12:20 □
0:30 □ 12:30 □
0:40 □ 12:40 □
0:50 □ 12:50 □
1:00 □ 13:00 □
1:10 □ 13:10 □
1:20 □ 13:20 □
1:30 □ 13:30 □
1:40 □ 13:40 □
1:50 □ 13:50 □
2:00 □ 14:00 □
2:10 □ 14:10 □
2:20 □ 14:20 □
2:30 □ 14:30 □
2:40 □ 14:40 □
2:50 □ 14:50 □
3:00 □ 15:00 □
3:10 □ 15:10 □
3:20 □ 15:20 □
3:30 □ 15:30 □
3:40 □ 15:40 □
3:50 □ 15:50 □
4:00 □ 16:00 □
4:10 □ 16:10 □
4:20 □ 16:20 □
4:30 □ 16:30 □
4:40 □ 16:40 □
4:50 □ 16:50 □
5:00 □ 17:00 □
5:10 □ 17:10 □
5:20 □ 17:20 □
5:30 □ 17:30 □
5:40 □ 17:40 □
5:50 □ 17:50 □
6:00 □ 18:00 □
6:10 □ 18:10 □
6:20 □ 18:20 □
6:30 □ 18:30 □
6:40 □ 18:40 □
6:50 □ 18:50 □
7:00 □ 19:00 □
7:10 □ 19:10 □
7:20 □ 19:20 □
7:30 □ 19:30 □
7:40 □ 19:40 □
7:50 □ 19:50 □
8:00 □ 20:00 □
8:10 □ 20:10 □
8:20 □ 20:20 □
8:30 □ 20:30 □
8:40 □ 20:40 □
8:50 □ 20:50 □
9:00 □ 21:00 □
9:10 □ 21:10 □
9:20 □ 21:20 □
9:30 □ 21:30 □
9:40 □ 21:40 □
9:50 □ 21:50 □
10:00 □ 22:00 □
10:10 □ 22:10 □
10:20 □ 22:20 □
10:30 □ 22:30 □
10:40 □ 22:40 □
10:50 □ 22:50 □
11:00 □ 23:00 □
11:10 □ 23:10 □
11:20 □ 23:20 □
11:30 □ 23:30 □
11:40 □ 23:40 □
11:50 □ 23:50 □

2．業務時間調査票
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3．業務時間調査 業務区分表
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介護サービス事業（居宅サービス分）における
生産性向上に資するガイドライン

～ 介護の価値向上につながる職場の作り方 ～

このガイドラインは、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所に委託して作成したものです。
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発行者　厚生労働省老健局振興課

    〒100-8916 
    東京都千代田区霞が関1-2-2
TEL 03-5253-1111（代表）
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